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知立市税条例の一部を改正する条例新旧対照表 

（承認第１号、参考資料） 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の特例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の固

定資産税の特例） 

第12条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３の２の規定の

適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下この条において同じ。）に100分の５（商業地等に係る令和４

年度分の固定資産税にあっては、100分の2.5）を乗じて得た額を加算した

額（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税

標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３

又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等

に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合にお

ける固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超える

場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第12条 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の固定資

産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等

の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額に、

当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価格（当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の３の２の規定の

適用を受ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下この条において同じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算し

た額（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課

税標準額）（当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の

３又は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地

等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額（以下「宅地等調整固定資産税額」という。）を超え

る場合には、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

２～５ 略 ２～５ 略 
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（承認第１号、参考資料） 

知立市税条例改正の要旨  

税目 項目 関係条文 改正の内容 適用時期 

固定資産税 商業地等に係る

固定資産税の負

担調整措置 

条例附則 

第12条 

商業地等に係る固定資産税の負担調整措置について、評価額の５％と

されている課税標準額の上昇幅を、令和４年度に限り、評価額の２.

５％とするもの 

 

令和４年度

課税分のみ 
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（承認第１号、参考資料）
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知立市都市計画税条例の一部を改正する条例新旧対照表 

（承認第２号、参考資料） 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～６ 略 １～６ 略 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の都

市計画税の特例） 

（宅地等に対して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の都

市計画税の特例） 

７ 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税

の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当

該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当該宅

地等が当該年度分の都市計画税について法第702条の３の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以

下同じ。）に100分の５（商業地等に係る令和４年度分の都市計画税にあ

っては、100分の2.5）を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の都市

計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第18項を除く。）又は

附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に係

る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合における

都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」という。）を超える場合

には、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

７ 宅地等に係る令和３年度から令和５年度までの各年度分の都市計画税

の額は、当該宅地等に係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の当

該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市計画税の課税標準額に、当該

宅地等に係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき価格（当該宅

地等が当該年度分の都市計画税について法第702条の３の規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以

下同じ。）に100分の５を乗じて得た額を加算した額（令和３年度分の都

市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）（当該宅地等

が当該年度分の固定資産税について法第349条の３（第18項を除く。）又

は附則第15条から第15条の３までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額）を当該宅地等に

係る当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額（以下「宅地等調整都市計画税額」という。）を超える場

合には、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

８～19 略 ８～19 略 
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知立市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４３号、参考資料） 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和４年６月１日から施行する。 この条例は、令和４年６月１日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）  

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の第６条第２項の規定

にかかわらず、同項の規定により算定される期末手当の額から、令和３年

12月に支給された期末手当の額に、167.5分の10を乗じて得た額を減じた

額とする。 
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知立市特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４４号、参考資料） 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和４年６月１日から施行する。 この条例は、令和４年６月１日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）  

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の第５条第２項の規定

にかかわらず、同項の規定により算定される期末手当の額から、令和３年

12月に支給された期末手当の額に、167.5分の10を乗じて得た額を減じた

額とする。 
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知立市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４５号、参考資料） 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和４年６月１日から施行する。 この条例は、令和４年６月１日から施行する。 

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）  

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の第20条第２項（同条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び知立市職員の

給与に関する条例（以下「給与条例」という。）第20条第４項から第６項

まで（知立市職員の育児休業等に関する条例（平成４年知立市条例第２号）

第16条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）若しくは第26条第

１項から第３項まで若しくは第６項又は知立市職員の公益的法人等への

派遣等に関する条例（平成14年知立市条例第８号）第５条の規定にかかわ

らず、これらの規定により算定される期末手当の額（以下「基準額」とい

う。）から、令和３年12月に支給された期末手当の額に、同月１日（同日

前１か月以内に退職した者にあっては、当該退職をした日）における次の

各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者をいう。以下同じ。）の区

分ごとに、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額（以下「調整額」

という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上と

なるときは、期末手当は、支給しない。 

 (１) 次号に掲げる職員以外の職員 127.5分の15 

 (２) 給与条例第７条第１項に規定する再任用職員 72.5分の10 
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知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第４６号、参考資料） 

改正後 改正前 

（課税額） （課税額） 

第２条 略 第２条 略 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並

びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該

合算額が65万円を超える場合においては、基礎課税額は、65万円とする。

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及

びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額並

びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該

合算額が63万円を超える場合においては、基礎課税額は、63万円とする。

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世

帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定

した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が20万円を超える場合においては、後期高齢者支

援金等課税額は、20万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世

帯主を除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定

した所得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が19万円を超える場合においては、後期高齢者支

援金等課税額は、19万円とする。 

４ 略 ４ 略 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対し

て課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及

びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える

場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が20万円を超え

る場合には、20万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及

びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える

場合には、17万円）の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対し

て課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及

びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が63万円を超える

場合には、63万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が19万円を超え

る場合には、19万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及

びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17万円を超える

場合には、17万円）の合算額とする。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

２ 略 ２ 略 
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限度額引上げによる影響について

限度額 単位：円

現状(a) 引上げ後(b) 差(b)-(a)

630,000 650,000 20,000

190,000 200,000 10,000

170,000 170,000 0

990,000 1,020,000 30,000

限度超過世帯数

現状(a) 引上げ後(b) 差(b)-(a) 被保険者数 世帯数

72 69 △ 3 11,013 7,318

167 142 △ 25 11,013 7,318

68 68 0 3,323 2,898

調定見込額 単位：円

現状(a) 引上げ後(b) 差(b)-(a)

698,461,000 699,855,000 1,394,000

306,011,000 307,545,000 1,534,000

105,217,000 105,217,000 0

1,109,689,000 1,112,617,000 2,928,000

 ※　令和3年11月29日現在の被保険者数、課税所得及び税率を用いて試算

後期分

介護分

合計

（議案第４６号、参考資料）

医療分

後期分

介護分

医療分

医療分

後期分

介護分

合計

－11－
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写 （議案第４６号、参考資料）
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